
 

様式第1号（第8条関係） 

     年   月   日  

 

（あて先）岐阜市長 

 

 

岐阜市家庭用蓄電池普及促進補助金交付申請書 

 

 

岐阜市家庭用蓄電池普及促進補助金の交付を受けたいので、岐阜市家庭用蓄電池普及促進補

助金交付要綱第8条の規定により次のとおり申請します。 

 

 

【申請者】 

フ リ ガ ナ ギフ タロウ 

氏 名 岐阜 太郎 

住 所 
〒500-8720 

岐阜市司町４０番地１ 

連 絡 先 

（電話番号） 
XXX-XXXX-XXXX 

 

【申請する補助事業】 

補 助 金 交 付 申 請 額                〇〇,000円（1,000円未満切捨て） 

補 助 対 象 設 備 の 

設 置 概 要 
設備設置概要書（別紙） 

設 置 住 所 

☑ 上記の住所と同じ 

〒 

 

岐阜市 

建 築 区 分 

（ い ず れ か に☑） 
□ 新築住宅    □ 建売住宅    ☑ 既存住宅 

住 宅 の 種 類 

（ い ず れ か に☑） 
☑ 専用住宅           □ 併用住宅 

Ｆ Ｉ Ｔ 制 度  ※ 

（ い ず れ か に☑） 

   □ 認定予定           ☑ 認定中 

   □ 適用期間が終了した      □ 認定を受けない 

※ 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法に基づくＦＩＴ制度をいう。 

記載例 
提出日または投函日を記入してくださ
い。記入漏れがないようお願います。

市から申請者ご本人に記載内容を確認することがあ
りますので平日の日中に連絡が取れる電話番号（携
帯電話も可）を記入してください。 

裏面も申請書類となりますので、裏面
も印刷して提出してください。 



（裏面） 

 

【補助事業に係る確認事項】（該当するもの全てにチェック） 

☑ 
申請者は、補助対象設備について、国、公共団体等から他に補助金、助成金その他これら

に類する交付金を受けていない。 

☑ 申請者は、岐阜市税その他の本市に対する諸納付金等を滞納していない。 

☑ 申請者は、岐阜市暴力団排除条例に規定する暴力団、暴力団員等でない。 

☑ 

この補助金の交付に関する事務に必要な範囲内で申請者の住民基本台帳関係情報及び

地方税関係情報を公簿等で確認するほか、この申請書及び申請書に添付した書類の内

容について、岐阜市が関係機関等に調査し、及び確認することに同意します。 

 

 

  

確認してチェックしてください 



別紙（様式第1号） 

 

設備設置概要書 

1 申請者 

フ リ ガ ナ ギフ タロウ 

氏 名 岐阜 太郎 

 

2 申請する補助事業 

補助事業の完了予定日※1   令和〇年 ●月 ▲日〜 令和〇年 ◆月 ■日 

メ ー カ ー 名 ×××××株式会社 

型 式     〇〇―△△ 

施 工 業 者 

団体名称      

  □□□□□株式会社                    

代表者の氏名  △△△△                

所 在 地   岐阜市□□□□□             

電話番号 XXX-XXX-XXXX ＦAＸ番号 XXX-XXX-XXXX 

担当者氏名及び連絡先 

   〇〇〇〇 xxxx-xxxx-xxxx              

補 助 対 象 経 費※2 

内 訳 金 額 （ 税 抜 き ） 備 考 

蓄 電 池 の  

購 入 費 ※3 
〇〇〇，〇〇〇円 

 

 

工 事 費※4 〇〇〇，〇〇〇円 
 

 

合 計（A） 〇〇〇，〇〇〇円 
 

 

蓄電池の蓄電容量          〇．〇〇kWh         

補助金交付申請額 

（A）÷3 ※5 
      〇〇，〇〇〇円（1,000円未満切捨て） 

※1 補助事業の完了予定日は、補助対象設備の支払完了日又は補助対象設備の保証が開始された日

のいずれか遅い方の予定の日付を記載してください。 
※2 金額は、税抜きで記載してください。 

※3 蓄電池に附帯する設備の購入費を含みます。 

※4 工事費は、補助事業において行われる工事のうち、蓄電池の設置に係る部分の費用に限ります。 

※5 上限額を5万円としてください。 

カタログ等に記載の正式な、法
人名を記載してください 

パッケージ型番 

税抜き 

上限50,000円 

裏面も申請書類となりますので、裏面
も印刷して提出してください。 



(裏面) 

 
添付書類 

1 見積書その他補助対象設備の設置に係る費用を証する書類の写し 

2 補助対象設備の設置場所及び付近の見取図 

3 補助対象設備のカタログ、パンフレット等の写し 

4 委任状（補助金の申請に係る事務を委任する場合に限る。） 

5 申請者本人であることを確認することができる書類（運転免許証、個人番号カード、健康

保険証その他の官公署が発行したものに限る。）の写し 

6 その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

 


